
ミッション
等

No 事業名 活動概要と⽬標 2021年度当初の活動計画案と⽬標 2021年度に実施した活動 主体
ネットワーク/
協⼒関係

主な財源

(A)当該事業実施
⽇時

(B)当該事業実施
場所

(C)従事者⼈数

(D)受益対象
者の範囲
(E)⼈数

1
持続可能な地域創造ネッ

トワーク

「持続可能な社会を地域から実現すること」を⽬
的に活動し、⾃治体とNGO/NPO、教育研究機
関、次世代のパートナーシップを深め、互いをエ
ンパワーメントするネットワークの事務局を運営
します。基本的活動は次のとおりです。
①持続可能な地域づくりやSDGsに関する情報の
共有や⼈の交流
②市⺠・事業者・⾏政・研究者等の協働による具
体的な取り組みの実践
③持続可能な地域づくりやSDGsに関する取り組
みの実施状況の把握と評価
④持続可能な地域づくりやSDGsに関する新たな
政策の⽴案
⑤国や関係機関への政策提⾔や要望

・持続可能な地域づくりの実施状況調査を⾏いま
す。
・⼈と情報の交流として、全国⼤会や研修懇談会
の実施、会員間の情報交流、協働プロジェクトを
実施します。また、その成果を会員間で共有し、
社会へも広く発信します。

・持続可能な地域づくりの実施状況調査を実施しまし
た。
・研修懇談会を実施しました。講師に迎えた⽊村啓⼆⽒
（公益財団法⼈⾃然エネルギー財団上級研究員）と杉⼭
範⼦⽒（名古屋⼤学⼤学院環境学研究科特任准教授）に
よる講演の後、意⾒交換を⾏いました。
・2⽇間にわたる全国⼤会を開催しました。1⽇⽬には全
体会、『地域循環共⽣圏』づくりについてのディスカッ
ション、および、次の3つのテーマにてグループセッショ
ンを⾏いました：A)気候変動適応、B)ユースの探究活動
が切り拓く持続可能な地域の未来、C)ゼロカーボン地域
への戦略づくり。2⽇⽬には「地域循環共⽣圏づくりの実
践例」を話題提供し、中井 徳太郎 ⽒(環境省事務次官)を
講師に迎えて講演「地域循環共⽣圏に向けた地域への期
待」を⾏っていただきました。

環境市⺠が
事務局団体の⼀つ

環境⾸都創造
ネットワークと
環境⾃治体会議
が統合した新
ネットワーク

{新しいネット
ワーク持続可能
な地域創造ネッ
トワーク}の会費

（環境市⺠とは
別会計）

A)
①11/16、
②2/9.10
B)オンライン開催

D)⾃治体⾸⻑
及び職員、⼤学
研究者、NGO
代表及びスタッ
フ
(E)不特定多数

2

気候変動に対する適応策
を地域ですすめる事業
（環境⾸都創造NGOネッ

トワーク）

気候変動の影響が顕在化し、緩和策の強化ととも
に適応策を真剣かつ緊急にとらなければ、被害は
より⼀層⼤きくなることが予測されています。
「気候変動適応法」が2018年12⽉に施⾏された
ものの現況は次の３点で不⼗分です。
①最も適応策が必要とされる市区町村の取り組み
は、まだ具体化されていない。
②計画や⽅針策定を進めている⾃治体でも、地域
住⺠等の参加と学習による適応策の推進は不⼗
分。
③適応策は⾏政の公助だけでなく、地域住⺠等の
⾃助や互助が不可⽋だが、その視点での検討が不
⼗分。

上記の状況を受け、地域住⺠等が気候変動の地域
への影響を⾃分事化し、⾃助・互助のアクション
を⽴案、実⾏していくプロセスを適応共創プログ
ラム（地域住⺠等主導の気候変動適応の共創プロ
グラム）とし、プログラム作成促進とサポートを
⾏う。

市区町村と住⺠等が、気候変動の地域への影響を
⾃分事化し、公助・⾃助・互助のアクションを⽴
案、実⾏していくとともに、持続可能な地域社会
づくりにもつながる共創プログラム（地域住⺠等
主導の気候変動適応の共創プログラム、以下「適
応共創プログラム」と略す）の作成を引き続き2〜
3のモデル地区で実施します。
適応共創プログラムは、今まさに脱炭素社会に向
けて⾃治体で取り組みが必要となっているゼロ
カーボン施策や、環境教育・ESDの推進と連携で
きるようにすすめていきます。
また、その実施によって得た知⾒を各地での取り
組みに役⽴てる報告書や動画にまとめます。

・⼭形県、愛知県豊⽥市、⾼知市、川崎市の4ヶ所でプロ
グラムの試⾏を⾏いました。⼭形県では⼭形県気候変動
適応センターおよびNPO法⼈環境ネットやまがたとの共
催、豊⽥市では、豊⽥市環境学習施設eco-T（エコット）
と施設を運営するNPO法⼈とよたエコ⼈プロジェクトと
の共催としまた。
⾼知市と川崎市では市⺠団体「くらしを⾒つめる会」、
「かわさきフューチャーネットワーク」が主体となり、
環境活動コーディネーター層が参加者となり、リーダー
の視点でプログラムを体験、その結果をもとにプログラ
ム改善のためのフィードバックを求めました。
・持続可能な地域創造ネットワークの全国⼤会では、共
催で事例共有やディスカッションをグループセッション
として⾏いました。
・プロジェクトを通じてつながりが⽣まれた各地域の
キーパーソン同⼠がつながるための成果報告・共有の場
をもてました。
また、映像教材も制作し地域の必要に応じて組み合わせ
て活⽤することが可能となりました。

環境市⺠が
事務局団体

環境⾸都創造
NGO
全国ネットワー
クと持続可能な
地域創造ネット
ワーク

地球環境基⾦助
成⾦と持続可能
な地域創造ネッ
トワークの会費
（環境市⺠とは
別会計）

(A)通年
(B)京都市、⼭
形、豊⽥市、⾼知
市、川崎市等
(C)3⼈

(D)実施地域住
⺠、⾃治体職
員、⼤学研究
者、NGO等
(E)100⼈
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3
「持続可能な消費」

推進事業

環境市⺠がすすめてきたグリーンコンシューマー
活動を進化・深化させ、消費者から環境保全を主
とした「持続可能な消費」を⽇本で具現化し、ラ
イフスタイルの変⾰と経済のグリーン化（持続可
能な⽣産）を促進させることを⽬指した活動で
す。暮らしに⾝近な事業者の社会的な取り組みを
消費者の視点で調査からレイティングを⾏い、
「企業のエシカル通信簿」を作成、公表します。
この活動は企業のCSR活動、SDGs活動をより本
格化させることを⽬的としています。
また、環境やエシカル、持続可能性に配慮したど
んな商品があるのか、どこに売っているのかがス
マホやPCで簡単に⾒つけられる、２ウェイコ
ミュニケーションツール「ぐりちょ
Green&Ethical Choices」を公開、運営し、だれ
もがグリーンコンシューマー、エシカル消費を実
践できるように情報提供します。

・第5回「企業のエシカル通信簿」調査を実施し、
結果報告・交流会を開催します。
・「ぐりちょ」商品および店舗情報を拡充し、使
いやすさを改善していきます。「ぐりちょ」利⽤
者と社会的影響⼒を増やしていきます。

第5回となる2021年度は、スーパーマーケット⼤⼿６社を
対象に詳細な調査を⾏い、成績をつけました。
オンラインによる結果報告会を開催し、「エシカル通信
簿」のレイティングを発表すると同時に、調査で⼤切に
している市⺠⽬線とは何に重点を置き、どんな⽅法で企
業を評価しているのか、実際に⽇本の⼤⼿スーパーマー
ケット企業はどのような取り組みを⾏っているのか（い
ないのか）、また私たち消費者に求められることは何
か、などを、コンパクトに伝えました。

環境市⺠が
事務局団体

消費から持続可
能な社会をつく
る市⺠ネット
ワーク

ウェスレー財団
（環境市⺠とは
別会計）

(A)通念
(B)オンライン
(C)4⼈

(D)不特定多数
80⼈

4
SDGs実体化及び
CSRサポート事業

地域社会で多様な主体が参画するSDGsの推進の
ための研修やパートナーシップ組織の構築と各主
体が取組むSDGs事業をサポートし⽇本社会の
SDGsの推進⼒を⾼めます
CSR活動をNGOとコミュニケ―ションをとり、
先進的に進めようとする事業者をサポートする活
動を協働ですすめます。

・地域の課題にあったSDGsの推進プログラムを考
案し、各地での採⽤、実施を進めていきます。
・脱炭素社会の中でのSDGsについてバックキャス
ティングで考えます。
・関⻄SDGsプラットホームに委員として参加し市
⺠社会の要望を他セクターの会員に分かりやすく
伝えます。

・関⻄SDGsプラットホームに委員として参加し市⺠社会
の要望を他セクターの会員に分かりやすく伝えました。
(7/19)
・グローバルコンパクト関⻄分科会でSDGsの取り組みの
パートナーシップについて理解が深まる要事例紹介しま
した。(7/9)
・地域の事業者向けのSDGs関連セミナーで講師を務める
などし、地域社会とSDGs・地域事業者の役割について伝
えました。(通年)
・LIXILの夏休み⼦ども向け企画として、SDGsと⾃分達
の暮らしのつながり、実践の具体的⽅法を取材⽅式で掲
載しました。（8⽉）

環境市⺠

関⻄SDGsプ
ラットホーム
グリーバルコン
パクト関⻄分科
会
京都SDGsラボ

プラットフォー
ム参加
事業受託

(A)通年
(B)オンライン
(C)1⼈
A)7/9
(B)オンライン
(C)1⼈
A)7/19
(B)オンライン
(C)1⼈

D)当該プラッ
トホームの会員
E)不特定多数
D)当該団体の
会員
E)60⼈
D)不特定多数
E)40⼈

5
環境マイスター研修
認定制度推進事業

消費者に環境負荷の少ない商品サービスの選択を
すすめる「環境マイスター」研修認定制度は、環
境市⺠が企画考案したものです。2005年度以
降、⾃動⾞、家電の販売事業者、ガラス施⼯、住
宅建設関係事業者を対象に、全国で現地の
NGO、事業者組合、⾃治体などと共同で研修、
認定に取り組み、2017年度までに4,800⼈を超え
る環境マイスターを認定しています。持続可能な
消費、グリーンコンシューマーを販売者の⽴場か
ら協働していくこの制度を全国、多分野に広げて
いくことを⽬標としています。

・⾃動⾞販売店での取り組み地域及び認定者数の
拡⼤のほか、マイスターのフォローアップ研修を
実施します。研修では、脱炭素社会実現のための
機会創出、具体的⼿法を意識できる内容としてい
きます。
・新たな対象業種、地域でのプログラム採⽤を働
きかけます。

・新型コロナ感染症の影響で、研修の実施ができたのは
滋賀県⾃動⾞販売店協会の環境マイスター研修認定のみ
でした。
・オンラインでの研修が可能かどうかの検討を始めまし
た。

環境市⺠
滋賀県⾃動⾞販
売店協会
都県等

研修受託
講師派遣

(A)11/11.12
(B)滋賀県堅⽥市
(C)3⼈

D)当該の協会
の会員
E)50⼈

6
グリーンウォッシュ防
⽌・環境コミュニケー
ションの推進

経済と⽣活をより環境負荷の少ないもの、⼈権侵
害のないものにするために、商品・サービスの不
適切な環境表⽰（グリーンウォッシュ）不適切な
社会問題取り組み表⽰(ブルーウオッシユ、
sSDGsウオッシユ)をなくし適切な表⽰と企業と
消費者のコミュニケーションをすすめる活動で
す。先進的に取り組む事業者を⾒い出し、協働で
取り組み事例をつくりだすことで、より多くの事
業者がこの課題に真剣に取り組んでいる社会をづ
くりを⽬指します。

・多様な企業、事業者に実施を働きかけ、その依
頼に応じて、研修を全国数か所で実施します。

・事業者からの依頼がなく、研修会は開催できませんで
した。
・SDGsウォッシュとともに、グリーンウォッシュへの関
⼼が⾼まり、雑誌やウェブマガジンからの取材を受け掲
載されました（コスモポリタン、⽇経ウーマン）。
・弁護⼠会の⾃主勉強会の資料として報告書なや研修資
料を求められました。

環境市⺠
取材依頼先

取材依頼先
(A)7/8,10/28
(B)オンライン
(C)2⼈

D)当該の依頼
先
E）3⼈
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7
⽔Do！キャンペーン;
Refillジャパンの活動

ペットボトル等の使い捨て容器⼊り飲料の消費を
減らし、⽔道⽔を⾒直すことで、ブラごみによる
環境負荷の低減、地域の⽔資源保全への関⼼喚
起、⼈にやさしいまちづくりの促進をめざしま
す。

<Refill全体の活動>
・参加地域および給⽔スポット登録数を⼤きく増
やします。
・全国アクションを実施します。
・Refillサミット、総括シンポジウムを開催しま
す。
・全国のイベント等での給⽔ステーション設置を
⾏います。
＜環境市⺠が関わる活動＞
・Refill京都のメンバーとして、京都市内のカフェ
等への給⽔スポットへの参加働きかけ、⾏政への
働きかけ等を⾏います。
・全国の⾃治体、NGOにRefillJapanへの参加を働
き掛けます。

<Refill全体の活動>
・参加地域および給⽔スポット登録数を⼤きく増やしま
した。（16地域、1,800スポット）
・江の島、嵐⼭等、観光地やイベント会場で給⽔ステー
ション設置を⾏いました。
・Refillサミット(11⽉富⼠⼭麓）、総括シンポジウム（３
⽉東京）を開催しました。
・すぐれた事例を表彰する給⽔スポット⼤賞を実施しま
した。
・企業とコラボで⽇本初の屋外⽤常設給⽔機を開発、発
表しました。
＜環境市⺠が関わる活動＞
・Refill京都のメンバーとして、京都市内のカフェ等への
給⽔スポットへの参加働きかけ、⾏政への働きかけ等を
⾏いました。

⽔DO!ネットワー
ク

⽔DO!ネット
ワークに環境市
⺠が参加、Refill
京都に環境市⺠
が参加

地球環境基⾦
（⽔DO!ネット
ワーク）
環境市⺠とは別
会計

A)通年
(B)京都市
(C)2⼈

(D)不特定多数
(E)70⼈

8 ３Ｒ＋αの推進
より少ない資源でより豊かなくらしを送ることの
できる社会の実現

・脱使い捨てNEWSの発⾏
・３R関連の政策ウォッチ、意⾒発表等を⾏う。

・脱使い捨てNEWSの配信はできませんでした。
・プラスチック資源循環について、関係者と意⾒交換、
雑誌への寄稿を⾏いました。
・京都市ごみ減量推進会議の「京都のプラごみ削減活動
団体と出会う⽇」、「2Rメッセンジャー養成講座」に参
画し、京都市内の環境団体による使い捨てプラスチック
削減(減プラ)活 動の意⾒交換会にも参加し「京・資源め
ぐるプラン 協働プロジェクト」の名称で，協働事業を推
進していくことになりました。

環境市⺠

(公財)京都市環
境保全活動推進
協会京都市ごみ
減量推進会議

会費、寄付

(A)11/28、
12/5.19、2/15
(B)京都市
(C)１⼈

(D)不特定多数
(E)不特定多数

9 ⾃然エネルギー学校
⾃然エネルギー普及の担い⼿とネットワークを育
てることを⽬的に連続講座を開催しています。

・⾃然エネルギー100％に向かう世界の動向と現状
を共有し、地域・市⺠が主体的に⾏動できるよう
に⾃らが主体となる⾃然エネルギー100%プランを
作成し、今後の活動につなげるための講座を⾏い
ます。

エネルギー消費の実態把握、⾃然エネルギーの導⼊⼿
段、電⼒調達の仕組み、設備投資によって効率的に消費
量を抑制する事例を学ぶことで⾃然エネルギー100%プラ
ンを作成し、実⾏に向けた活動につなげることを⽬指し
て開催しました。

主催：(公財)京都
市環境保全活動推
進協会
企画運営：⾃然エ
ネルギー学校・京
都

⾃然エネルギー
学校・京都に環
境市⺠が参加

京エコロジーセ
ンター主催事業
を
⾃然エネルギー
学校・京都が受
託

(A)6/26 7/10.28
8/7.25
(B)オンライン
(C)１⼈

(D)不特定多数
(E)33⼈

10
原発のない社会をつくろ

う！プロジェクト

セミナーと上映会、SNSやネット映像配信による
福島原発事故後の情報発信
原発、エネルギーに関する問題と取り組むべき活
動等をテーマとし上映会やセミナーの実施によ
り、政府やマスメディアではあまり取り上げられ
ない福島原発事故後の問題点や放射性物質の危険
性などに関する情報を、独⾃の視点で収集し、専
⾨家の⾒解も交え、SNSやネット映像配信などを
活⽤して公正かつわかりやすく発信します。
全国及び京都での連携
全国での脱原発・再⽣可能エネルギー推進運動の
ネットワークである「ｅ−シフト」に加わりま
す。また、京都でのネットワーク活動を⼤切に
し、バイバイ原発などの⾏動に積極的に参加しま
す。

全国及び京都での連携
全国での脱原発・再⽣可能エネルギー推進運動の
ネットワークである「ｅ−シフト」に加わり、全
国のNGOとキャンペーンを展開します。また、京
都でのネットワーク活動を⼤切にし、京都でのバ
イバイ原発の動きに参画します。また、⽼朽化し
た原発の再稼働に反対し、周辺情報を発信してい
きます。

バイバイ原発きょうと3・12を、実⾏委員会の呼びかけ団
体として実施しました。円⼭野外⾳楽堂に集まった⼈と
ハイブリッドで実施とことからオンライン参加者もいま
した。講演は福島に寄り添う調査をずっと続ける今中哲
⼆さん、報告として、京都原告団から現状についてと、
⼦どもたちの甲状腺への影響実態の報告がありました。
毎年実施しているデモ⾏進はコロナの蔓延防⽌等重点措
置を鑑みて⾏いませんでした。

環境市⺠/パワーシ
フトキャンべーン/
バイバイ原発きょ
うと

パワーシフト
キャンべーン参
加
バイバイ原発
きょうとの呼び
かけ⼈として環
境市⺠が参加

寄付、会費

A)3⽉12⽇
(B)京都市他（オ
ンライン）
(C)1⼈

(D)不特定多数
(E)1500⼈

11
パワーシフトをすすめる

活動

全国的なNGOのネットワークで開始した「パ
ワーシフト・キャンペーン」や京のアジェンダ
21フォーラムなどと連携し、消費者の電⼒選択
の⽀援や2016年度から始まった電⼒⼩売り⾃由
化に関する情報を提供し、再⽣可能エネルギーの
拡⼤と原発・⽯炭⽕⼒からの脱却に貢献します。

・パワーシフト・キャンペーンの活動への会議参
加と広報協⼒を⾏い、パワーシフト宣⾔及び、パ
ワーシフトに賛同する市⺠、⾃治体、企業や電⼒
会社を増やすことをめざします。
・⾃然エネルギ−100％賛同や宣⾔団体を増やして
いきます。

・パワーシフト運営委員会に参画すると共に、パワーシ
フト電⼒会社セミナー・意⾒交換など、展開したキャン
ペーンの広報などを⾏いました。

パワーシフト キャ
ンペーン
環境市⺠

パワーシフト
キャンペーン

パワーシフト
キャンペーン

(A)通年
(B)京都市他（オ
ンライン）
(C)2⼈

(D)不特定多数
(E)不特定多数
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12 連続オンラインセミナー

⽇本社会は多様な階層で様々な環境活動や環境教
育が⾏なわれていますが、環境問題の解決には
⾄っていないのが現状です。そこで、私達の社会
システムのどこに問題があるのか、環境活動はど
こに注⼒するべきかを多⾓的に、具体的事例から
考え、企業、⾏政やNPO等に新たな視点を提供
するオンライン連続セミナーを実施します。

環境市⺠の理事、アドバイザーを講師にして、グ
リーンリカバリー政策、海洋プラスチック、
SDGs、⾷糧と⺠主主義、消費者問題をテーマに連
続オンラインセミナーを実施します。

環境市⺠の理事、アドバイザーを講師にして、グリーン
リカバリー政策、海洋プラスチック、SDGs、⾷糧と⺠主
主義、⽇本社会と消費者問題をテーマに連続オンライン
セミナーを実施しました。

環境市⺠
SOMPO環境財
団

SOMPO環境財
団助成⾦

(A)10⽉〜3⽉
(B)オンライン）
(C)2⼈

(D)不特定多数
(E)321⼈

13 エコスクール

ESD（持続可能な社会づくりのための教育）の具
体的実践である「エコスクール」プログラムの実
践をFEEに協⼒して進めていきます。（これま
で、環境市⺠のサポ―トや働きかけで2011年度1
校、2015年度1校、2016年度2校でエコスクール
の「グリーンフラッグ」を獲得した学校が誕⽣し
ました）

エコスクールのプログラムに⼀定期間継続して取
り組み、審査を受け認められるとグリーンフラッ
グ（国際環境教育認証旗）を獲得することができ
ます。コロナ禍で実地による審査ができていませ
んが、オンライン審査の導⼊で、これまで⾏けな
かった地域の学校の審査も可能となりました。今
年度も引き続き審査を継続して⾏います。

グリーンフラッグの審査を実施しました。新型コロナの
影響で、現地での審査はできませんでしたが、オンライ
ンによる審査を兵庫県加古川市の⻄在⽥⼩学校で実施し
ました。審査にはオブザーバーとして、環境活動パワー
アップ講座の受講⽣だった団体の代表らが参加しまし
た。

FEE Japan 環境市⺠が協⼒ FEE

(A)2/7
(B)京都市他（オ
ンライン）
(C)１⼈

(D)⻄在⽥⼩学
校の児童、教
諭、職員
(E)20⼈

14
環境教育・環境活動パ
ワーアップ講座

持続可能な地域社会を実現するために、私たちの
⾏動とそのもとになる意識の変⾰が必要とされて
います。⾃ら「気づき」「考え」「⾏動する」を
増やし、さらに「学びの場を創り」「⼈に伝え
る」ことに取り組む環境教育リーダーを養成と仲
間の輪を拡⼤します。本講座はこのような環境教
育リーダーをめざす⼈のためのスタートアップ講
座として、環境市⺠などが実⾏委員会をつくって
'95年に始め、2003年からは京エコロジーセン
ターが主催し、環境市⺠が受託し企画運営を⾏っ
ています。

2021年度も継続実施できるように企画提案しま
す。本年度も引き続きSDGsを視野に⼊れ、環境活
動をになう実践リーダーのパワーアップ講座をめ
ざします。

京都での講座予定10⽉〜12⽉全6回

今年度も新型コロナ感染症の影響で、環境活動パワー
アップ講座の受講者⼈数を制限した募集となりました。
ただ、内容は活動経験が豊富な多様な分野のNGO団体か
ら講師を招き、環境活動とともに持続可能な地域や社会
を意識した講義となりました。参加者からは⾼評価を受
けています。

主催：(公財)京都
市環境保全活動推
進協会
企画運営：環境市
⺠

(公財)京都市環
境保全活動推進
協会

受託⾦

(A)10/17.31、
11/7.23、
12/11、12
(B)京都市内
(C)2⼈

(D)講座受講者
(E)12⼈

15
学校環境共育サポート事

業

学ぶ者と伝える者が共に育つ「共育」スタイルを
重視し、主体的に⾏動できる⼈を育む環境共育に
学校でも取り組んでもらうため、様々な形で学校
の環境教育現場をサポートします。

・ノートルダム⼥学院中学⾼等学校の⾼校2年⽣グ
ローバル英語コースの授業において、SDGsをテー
マに、課題設定から、調査・問題解決のための⼿
法の企画、実践までを⽣徒⾃らが主体者となり実
⾏できるよう講義、ワークショップを⾏います。
・ノートルダム⼥学院中学⾼等学校の中学3年⽣の
総合学習で、２学期から３学期の授業を担当し、
グリーンコンシューマー、エシカル消費を中⼼に
講義とワークショップを⾏います。
・⾼校、中学とも脱炭素社会にむけた理解が深ま
る内容を意識します。

⾼校2年⽣のグローバルコースのグローバルワークショッ
プでSDGsを学んでもらい、⾼校⽣たち⾃らで課題解決の
ための実践に取り組むサポートを通年で⾏いました。た
だ新型コロナ感染症の影響で半分がオンライン授業とな
りました。
また、ノートルダム中学2年⽣の３学期の総合学習の時間
では持続可能な消費を学習テーマに設定し、実施のため
のプログラムを企画提案し、フィールドワークとして店
舗訪問も検討していましたが、新型コロナ感染症の影響
で半分がオンライン授業となり、途中で何度もプログラ
ム内容の変更を余儀なくされました。

環境市⺠
ノートルダム⼥
学院⾼等学校

ノートルダム⼥
学院⾼等学校

(A)通年
(B)京都市内
(C)1⼈

(D)ノートルダ
ム⼥学院⾼等学
校中学3年⽣、
⾼校2年⽣
(E)70⼈

16 講師派遣事業

⾃治体、事業者、地域団体、NGO要望に応じ
て、各主催者のニーズ合った講演、研修、ワーク
ショップの講師、コーディネーター等を派遣しま
す。またその機会を活かして華僑市⺠の活動と会
員の拡⼤を図ります。

ウエブサイト、パンフレット等を⽤いて、積極的
に⾃治体、国、NGO/NPO、地域団体等に呼びかけ
ます。また、場合によってはオンラインによる講
義やシンポジウムなどにも対応できるようにしま
す。派遣件数10以上、収⼊40万円以上を⽬指しま
す。

オンラインでの講演が増加しました。講演依頼の内容も
エシカル消費、⼈権と環境、SDGs関連、気候変動と広が
りました。講師派遣数は14件で、⽬標の40万円以上の収
⼊を得ることができました。

環境市⺠ 主催者 受託⾦、講演料
(A)通年
(B)全国
(C)３⼈

(D)不特定多数
(E)不特定多数

17
SOMPO環境財団

ＣＳＯラーニング事業
（インターンの受⼊）

SOMPO環境財団が実施する環境団体へのイン
ターンシップ制度の受⼊団体として、⼤学⽣・⼤
学院⽣を受け⼊れ、事業の企画や運営等を経験す
る場を提供します。インターンシップ⽣が、受⼊
期間終了後も⾃ら主体的に環境問題に取り組める
⼈材となるよう育成します。

2021年夏から2022年冬までの間、1〜2⼈のイン
ターンシップ⽣を受け⼊れ、「持続可能な消費推
進事業」の企画や運営等を経験する場を提供し、
活動に協⼒してもらいながら、⾃ら主体的に環境
問題に取り組める⼈材を育成します。

インターン⽣は、オンラインでの作業と事務所へ来ての
活動とを併⽤し、企業のエシカル通信簿の調査に参加、
エシカル商品のウェブサイト「ぐりちょ」には新たなカ
テゴリー商品を加えました。また、環境活動パワーアッ
プ講座では参加者兼スタッフとして講座運営に従事しま
した。

環境市⺠
SOMPO環境財
団

協⼒⾦
(A)6⽉〜2⽉
(B)オンライン
(C)２⼈

(D)CSOラーニ
ング制度イン
ターン⽣
(E)２⼈
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18
環境省事業ローカル
SDGs⼈材育成地⽅セミ

ナー

「みんなで地域の未来を創る！SDGsアクショ
ン」と題し、全国各地で持続可能な地域づくりに
取り組む⼈たちから、実践事例やコミュニティの
可能性ついて話を聞いていく。
地域の未来をどうしていきたいのかを共に考え、
今後、具体的なアクションに繋げていけるきっか
けづくりにする環境省主催事業を受託したESD-J
（持続可能な開発のための教育推進会議）の理事
として京都会場を担当して実施。

京都はもともと⾏政やNPOなどの活動団体だけで
なく、市⺠や事業者、⼤学などを繋いで新たな取
り組みを起こし、パートナーシップでのごみ削減
の取り組みを⾏ってきました。
このセミナーは、「京都の特性を活かしたごみ減
量」を切り⼝としたSDGsに取り組む⼈と場を育む
ことを⽬的として開催します。

京都市の中でも⾥⼭に位置する京都⾥⼭SDGsラボを会場
として開催。⻑年にわたりパートナーシップで取り組ま
れてきた「ごみ削減」に、どのような⼈々が関わり、ど
のように広がり深まってきたのか、その根本となる考え
⽅の講義に加え、具体的な実践事例も紹介がありまし
た。また、講師と関係案内⼈⼆⼈が、それぞれの⽴場か
ら経験したことをもとに、⾒えてきた課題や、今後、ど
のようにして活動に関わる⼈を増やしていくのかなど、
質疑応答とともに今後の展開についても話しあいまし
た。この事業は、環境省からESD-Jが受託し、京都での運
営を環境市⺠が担いました。

環境市⺠
ESD-J

ESD-J
環境省

ESD-J
(A)1/23
(B)オンライン
(C)60⼈

(D)不特定多数
(E)不特定多数

19
環境市⺠ひろば
〜農林体験版〜

家庭での⽣ごみの堆肥化と落ち葉を活⽤した堆肥
で新たな緑を育てる循環型社会を⽬指すととも
に、農業体験を地域の⼤⼈と⼦供たちが担い、交
流を深めることで、命の循環と⼼の教育を⽬指し
たプロジェクトを⾏います。

コロナで「⾷と農」への関⼼が⾼まっている今、
家庭での⽣ごみの堆肥化と落ち葉を活⽤した堆肥
づくりを⾏います。また、京の杜プロジェクトと
つながりのある農地で、親⼦やボランティアとと
もに農業体験を⾏います。

新規活動の⽴ち上げに向けて、補助⾦の申請を⾏いまし
たが採択されませんでした。また、緊急事態やコロナの
不安が夏まで続いたため、会員への呼びかけや仲間集め
などができず、具体的な活動には繋がりませんでした。

環境市⺠
京の杜プロジェ
クト

会費、寄付、助
成⾦

20
発信交流のための戦略と

⼿法の構築

現代社会の変化に対応しながら、環境市⺠にとっ
てより効果的な広報・メディア・コミュニケー
ションはどのようにあるべきか検討し、戦略をつ
くり、実⾏していきます

広報・メディア・コミュニケーション戦略に関す
るワーキンググループを設置します。ワーキング
グループでは、1年かけてインターネット普及に伴
う、現在社会の情報⼊⼿⽅法の変化等を踏まえ
た、これからの広報・メディア・コミュニケー
ション戦略等を検討し、実⾏に移します。

残念ながら広報・メディア・コミュニケーション戦略に
までは⾄りませんでしたが、サービスグラントのサポー
ト助成を受けて制作した広報コミュニケーションツール
は今後の具体的な動きにつながると考えています。

環境市⺠ 会費、寄付

21 ニュースレター発⾏

会報誌「みどりのニュースレター」を定期的に発
⾏し、事業の最新状況や主催・協⼒⾏事の予定、
会員紹介、環境市⺠ならでは解説や⾖知識等を会
員や本会関係者にわかりやすくお伝えします。

・会報誌「みどりのニュースレター」を定期的に
発⾏し、環境⾸都創造や持続可能な消費、環境共
育等の事業の最新状況等を会員や本会関係者にわ
かりやすくお伝えします。

会報誌「みどりのニュースレター」を季刊で発⾏しまし
た。

環境市⺠ 会費、寄付

(A)年4回
(B)環境市⺠事務
所
(C)８⼈

(D)環境市⺠会
員、関連団体
(E)400⼈

22
電⼦かわら版（ウェブ、
ＳＮＳでの発信）

「市⺠の発信で社会を変える」を合⾔葉に、ウェ
ブサイトやメールニュースを通じて、会員にとど
まらない本会の関⼼層に、環境市⺠に関連する情
報等を定期的に発信し、環境市⺠のファン層の拡
⼤を図ります。

・環境市⺠の主催⾏事をはじめとする各種⾏事情
報や、環境や持続可能な社会創りをテーマとする
コラム等を、定期的に発信します。

メールニュースとして⽉２回の情報発信をしました。ま
た、SNSではボランティアメンバーが中⼼となって環境
市⺠のラジオ番組や活動についての発信をしました。

環境市⺠ 情報提供他団体 会費、寄付

(A)⽉2回
(B)環境市⺠事務
所
(C)５⼈

(D)不特定多数
(E)不特定多数

23
ラジオ「環境市⺠のエコ
まちライフ」番組制作

コミュニティFM京都三条ラジオカフェから、エ
ネルギー・⽣物多様性・グリーン経済・グリーン
コンシューマー・エシカル消費・持続可能な消
費・平和・環境教育など、持続可能な地域社会づ
くりに必要なテーマを設定し、環境のまちづくり
に取り組む活動を取り上げ情報発信します。ま
た、世界中で放送を聞けるよう、ラジオカフェの
協⼒のもとブログに⾳源をアップし、SNSの利⽤
で、環境情報の発信とともに環境市⺠の広報とし
ての役割を担います。

・ボランティアメンバーで構成するラジオチーム
が週１回15分の放送を毎回テーマを変えて放送し
ていきます。ラジオ番組を通じて、持続可能な地
域社会づくりに取り組む団体と交流し、新たな情
報の学びの機会をつくっていきます。

ゲストへのスタジオインタビューや、電話インタビュー
などで番組を構成しました。沖縄の辺野古埋め⽴て⼯事
や、北陸新幹線延伸⼯事など、社会的に⼤きな問題と
なっている事柄にも、ボランティアメンバーで取材しイ
ンタビューに挑戦することができました。

環境市⺠
NPO京都コミュ
ニティ放送

会費、寄付
(A)⽉2回
(B)ラジオカフェ
(C)４⼈

(D)不特定多数
(E)不特定多数
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環境市⺠チャンネル

 えしかる荘へいらっ
しゃい

動画で環境問題をわかりやすく発信するシリーズ
「えしかる荘へいらっしゃい」。猫のユーチュー
バーが案内⼈となり、今起きている気になる環境
問題に様々な⾓度からスポットを当て、問題の本
質への気づきを⾒出すきっかけにしています。

環境問題を知るきっかけになる動画を不定期で
あっても年間２本程度は制作していきたい。

2021年度は1本の動画を作成できました。テーマはパーム
油で、⼀⾒環境問題との関係が⾒えにくいものを猫の
ユーチューバーがわかりやすくゲストからのインタ
ビュー⽅式で話を聞き出しています。

環境市⺠
プロボノによる
協⼒

会費、寄付

(A)通年
(B)環境市⺠事務
所、オンライン
(C)3⼈

(D)不特定多数
(E)不特定多数
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海外の⾃治体・NGO・国
際機関などとの交流

リーディングプロジェクトに関連しながら、海外
の⾃治体、政府機関、NGOなどと積極的にコ
ミュニケーションをとり、交流関係を広げていき
ます。また、海外から本会を訪れたＮＧＯ、⾃治
体、政府機関の⽅と積極的に交流をします。中で
も「持続可能な消費」活動、「環境⾸都創造活
動」での海外ＮＧＯとの連携を深めます。

・韓国、台湾、中国等近隣諸国のNGOと共同で、
持続可能な消費に取り組むネットワークづくりに
着⼿します。また環境市⺠を訪問される⾃治体、
⼤学等と積極的に交流します。
・アメリカの環境NGOの活動紹介と交流の機会を
つくります。

持続可能な消費に取り組む海外とのネットワークづくり
には着⼿できませんでした。

環境市⺠ 会費、寄付

26
環境市⺠の組織基盤の強

化とイノベーション

時代の変化、あるべき姿を踏まえ、持続的かつ社
会的影響⼒をより上げられる組織となるための根
本的検討を⾏い、イノベーションを実⾏します

サービス・グラントのプロボノ助成を活⽤した結
果を反映させ、、引き続き理事を中⼼に、2021年
度末に成果を上げられるように精⼒的に検討をす
すめます。

サービス・グラントのプロボノ助成を活⽤し、会員獲得
や新規のプロジェクトにつながることを想定した広報
ミュニケーションツールを作成することができました。
団体の紹介パンフレットというよりは、まさしく環境市
⺠への共感と環境市⺠を活動の場とする⼈を育ための
ツールになりました。

環境市⺠
NPO法⼈サービ
スグラント

プロボノ、会
費、寄付

(A)⽉1回
(B)環境市⺠事務
所／オンライン
(C)6⼈

(D)環境市⺠及
び環境市⺠と出
会う⼈、団体
(E)不特定多数

27

環境NGO/NPOの全国的
ネットワーク・プラット
フォーム「グリーン連
合」の運営サポート

環境分野で活動する市⺠団体の全国的かつ分野横
断型のネットワークである「グリーン連合」の活
動に、積極的に参画し、環境NGOの社会的影響
⼒と財政基盤の強化に取り組みます

環境省とNGOの意⾒交換会のコーディネート、各
地のＮＧＯとの交流会のコーディネートなどに取
り組みます。

環境省と環境NGOとの意⾒交換会をオンライン形式で1⽉
１4⽇に実施しました。その開催調整を環境省と数回にわ
たりこれもオンライン形式で⾏いました。

グリーン連合

環境市⺠が参加
共同代表幹事を
環境市⺠が出し
ています

地球環境基⾦助
成⾦
（グリーン連合
環境市⺠とは別
会計）

(A)通年
(B)東京、オンラ
イン
(C)1⼈

(D)全国各地の
NGO
(E)不特定多数

28 あどぼの学校

⽇本社会を、市⺠が主⼈公である本質的な⺠主主
義社会へと変えていき、持続可能な社会創りを進
めていくための市⺠のアドボカシー⼒（社会参画
⼒、政策提案⼒、社会的事業推進⼒）を⼤きく⾶
躍させるため、多様なNPOとともに、地域にお
ける望ましいアドボカシーのあり⽅（ローカル・
アドボカシー・モデル）の調査・研究とその全国
展開及びこの取り組みを⽀えるプラットフォーム
の構築を⾏います。

２０１５年度以来の「あどぼの学校」講座を京都
でもオンライン実施を含む⽅法で実施すると共
に、昨年度から継続して京都市会議員と市⺠社会
の懇談会（京都市域におけるローカル・アドボカ
シー・モデル実践）と、全国のあどぼの学校の仲
間・学び・実践の共有・交流の場「全国プラット
フォーム会議」を実施します。

あどぼの学校運営
委員会

NPO法⼈泉京・
垂井と共同で事
務局を担い、環
境市⺠から運営
委員を出してい
ます

地球環境基⾦
（あどぼの学校
事務局）
(環境市⺠とは別
会計)

(A)通年
(B)京都、岐⾩、
名古屋、札幌、東
京、富久岡
(C)4⼈

(D)NPO、住⺠
組織関係者、学
識者、⾃治体議
員など
(E)60⼈
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・全国規模での活動として、⽇本の市⺠社会の代表的な
分野のアドボカシーの歩みをたどりつつ、今後のあり⽅
を考える「あどぼを紡ぐ研究会」を全国の市⺠社会の仲
間４０数名で組織し、初年度は11⽉〜３⽉に「ODA・開
発協⼒」分野について６回の研究会を実施しました。同
成果は２年⽬以降に取りまとめて、幅広い利⽤に供して
いただくべくアーカイブ化・公開を準備しています。ま
た、全国の「あどぼ」の仲間の学び・実践の共有・交流
の場である全国プラットフォーム会議を3/26に実施しま
した。
・京都市域での活動としては、引き続き、京都市の⾏財
政問題を通じた市⺠の市政参加の促進に取り組み、京都
市⾏財政局財政室の担当者を招いての京都市⾏財政改⾰
計画案についての勉強会（6/30）、同計画パブコメ提出
を想定したパブコメワークショップ（主催：パブリック
コメント普及協会）への参加（7/4、8/28）やメンバー各
⾃のパブコメ提出、同計画や⾏財政問題に対する「あど
ぼ京都」としての声明発出（11/25）や同声明を持参して
の京都市⾏財政局財政室への申し⼊れ（11/15）、同声明
に関する記者会⾒（11/15）を実施するなど、精⼒的に活
動しました。



29
持続可能な社会づくりの
ために、⺠主主義社会と
平和を⼤切にする活動

環境市⺠のビジョンは「持続可能な社会・⽣活の
実現」するためには、市⺠参画による本質的な⺠
主主義社会を実現するとともに、最悪の環境破壊
でもある戦争を起こさない社会づくりが必須で
す。そのために多分野の団体等と連携して活動し
ます

これまで実施してきた「特定秘密保護法」「戦争
法（安保法）」「共謀罪」の廃⽌に向けた⾏動、
平和に向けた⾏動を弁護⼠会、表現者、他の分野
のＮＰＯ、団体等ともに連携の輪をひろげて⾏な
います。

・⼤阪ボランティア協会から発信された
【2022年2⽉26⽇付：緊急声明と賛同者募集★ロシア軍
によるウクライナ侵攻に強く抗議します】に環境市⺠と
して賛同表明しました。

・「気候変動対策・施策におけるジェンダー平等の推進
を求める声明」への賛同しました。
3⽉8⽇の「国際⼥性デー（IWD）」及び3⽉14〜25⽇開
催「第66回国連⼥性の地位委員会（CSW66）」の主たる
テーマにもかかわらず、⽇本国内での気候変動とジェン
ダーの関連性・重要性に対する認識の広がりは極めて不
⼗分ということから、IWD及びCSW66を機に、⽇本政府
および多様なステークホルダー（⾃治体・ビジネス界・
市⺠社会等）が、気候変動とジェンダー平等の推進に関
する取組を加速し、世界に対しリーダーシップを発揮す
るよう提⾔したもの。

環境市⺠
多分野の団体と
連携して実施

会費、寄付
(A)通年
(B)全国
(C)2⼈

(D)不特定多数
(E)不特定多数
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